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[当事者名]

上告人（控訴人・原告）甲野花子（仮名）　

対　

被上告人（被控訴人・被告）株式会社商工ファンド
[事実の概要]

貸金業の規制等に関する法律３条所定の登録を受けて貸金業を営む被上告人株式会社商工ファンド(以下では、「商工ファンド」とする)は、訴外株式会社Ａ（以下では、「Ａ会社」とする）と金銭消費貸借契約を締結した。Ａ会社の代表取締役である上告人甲野花子（以下では、「甲野」とする）は、この契約に基づくＡ会社の債務を連帯保証した。

　本件各貸付けの元本の返済期日は、商工ファンドから送付される書面に従った金額を支払うことを条件に、１か月ずつ延長された。このため、商工ファンドは、毎月、Ａ会社に対し、返済期日から先１か月分についての本件各貸付けに係る利息等につき、銀行振込みによる支払を求める旨記載した本件各請求書を送付した。これらの本件各請求書は、Ｙの銀行口座への振込み用紙と一体になっており、利息等として支払われる金額の充当関係等、貸金業法１８条１項に掲げる事項が記載されていた。また、請求書の利息等の金額は、利息制限法１条１項所定の利息の制限額を超えるものであった。

　甲野は、本件各貸付けに係る債務の弁済として、Ａ会社名義で、一定の金額を支払った後、商工ファンドに対し、本件各貸付けにつき支払われた利息等のうち利息の制限額を超える部分を元本に充当すると過払金が生じており、この過払金は、実質的には甲野が負担したものであると主張して、不当利得返還請求権に基づき、また、仮に、Ａ会社による返済と認められる部分があるとすれば、その部分については、主債務者であるＡ会社に対する求償債権を保全するため、Ａが被上告人に対して有する不当利得返還請求権を上告人が代位行使すると主張して、債権者代位権に基づき過払金の返還を求めた。
[判旨]

「資金業者法４３条１項は、貸金業者が業として行う金銭消費貸借上の利息の契約に基づき、債務者が利息として任意に支払った金銭の額が、利息の制限額を超え、利息制限法上、その超過部分につき、その契約が無効とされる場合において、貸金業者が、貸金業に係る業務規制として定められた法１７条１項及び１８条１項所定の各要件を具備した各書面を交付する義務を遵守しているときには、利息制限法１条１項の規定にかかわらず、その支払を有効な利息の債務の弁済とみなす旨を定めている。」

「また、利息の制限額を超える金銭の支払が貸金業者の預金口座に対する払込みによってされたときであっても、特段の事情のない限り、法１８条１項の規定に従い、貸金業者は、この払込みを受けたことを確認した都度、直ちに、１８条書面を債務者に交付しなければならないと解すべきである（最高裁平成８年（オ）第２５０号同１１年１月２１日第一小法廷判決・民集５３巻１号９８頁参照）。
　そして、１８条書面は、弁済を受けた都度、直ちに交付することが義務付けられていることに照らすと、貸金業者が弁済を受ける前にその弁済があった場合の法１８条１項所定の事項が記載されている書面を債務者に交付したとしても、これをもって法１８条１項所定の要件を具備した書面の交付があったということはできない。したがって、本件各請求書のように、その返済期日の弁済があった場合の法１８条１項所定の事項が記載されている書面で貸金業者の銀行口座への振込用紙と一体となったものが返済期日前に債務者に交付され、債務者がこの書面を利用して貸金業者の銀行口座に対する払込みの方法によって利息の支払をしたとしても、法１８条１項所定の要件を具備した書面の交付があって法４３条１項の規定の適用要件を満たすものということはできないし、同項の適用を肯定すべき特段の事情があるということもできない。」
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